
191025 行財政改革委員会  資料１ 

 
 
 
 
 
 
 

第４次 
豊岡市行財政改革大綱(案) 

 
〔２０２０年度〜２０２３年度〕 

 
 
 
 

２０１９年１０月 
 

豊岡市行財政改革委員会 
  



 
  

 
 

目  次 
 
 
１ 第４次行財政改革大綱策定の趣旨 

⑴ これまでの行政改革の取組み  ··············································································· P.１ 

⑵ 市財政の現状  ·········································································································· P.２ 

⑶ 第４次行財政改革大綱の策定  ··············································································· P.２ 

 

２ 第４次行財政改革で目指す姿・取組みの柱  ···························································· P.３ 

⑴ 市⺠との共創  ·········································································································· P.３ 

⑵ 歳入確保の推進  ······································································································ P.４ 

⑶ 歳出の効果的・効率的な実行  ··············································································· P.５ 

⑷ 職員の意識・行動改革  ·························································································· P.６ 

 

３ 取組期間  ····················································································································· P.６ 

 

４ 目 標  ··························································································································· P.７ 

 

５ 推進方法  ····················································································································· P.７ 

第４次豊岡市行財政改革 戦略体系図  ········································································· P.８ 

第４次豊岡市行財政改革 取組概要  ············································································· P.10 

 



- 1 - 
 

１ 第４次行財政改革大綱策定の趣旨 

⑴ これまでの行政改革の取組み 

本市では、2006 年から今日まで、３次にわたる行政改革大綱に基づく改革の取組みを進め
てきた。 

第１次行政改革〔2006〜2009 年度〕、第２次行政改革〔2010〜2013 年度〕では、職員定数
削減を中心に、補助金の削減、事務事業評価による事業削減等により、歳出総額の削減に取
り組んできた。その結果、歳出の削減は一定程度成功し、危機的な財政状況からは脱するこ
とができた。 

第３次行政改革〔2014〜2021 年度〕では、収支均衡を目指しながら「成果重視への転換」
を掲げ、５つの柱《 ⑴ 職員の意識改革 ⑵ 新しい公共による協働の推進 ⑶ 選択と集中に
よるサービス展開 ⑷ 効率的・効果的な行財政運営の取組み ⑸ 市⺠との財政危機意識の
共有と協働 》を推進してきている。 

これらの行政改革の取組みは、合併以降の本市の財政状況の改善に寄与してきた。 
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⑵ 市財政の現状 〜今後悪化が進む財政状況〜 

2019 年度当初予算の編成において、介護保険事業特別会計繰出金や公立豊岡病院組合負担
金などの大幅な増加によって、歳出に見合う一般財源①の確保が困難な状況となり、財政調整
基金②からの大幅な繰入れにより収支の均衡を図る事態となった。高齢化が進行する中、今後
もこれら社会保障関係費に関する歳出予算の拡大は必至の状況である。 

また、本市は、市町合併により用途・目的が重複した多数の公共施設を抱えている。既に
老朽化が進行している施設や、その他も将来的に改修や更新の時期を迎えることで、多額の
財政負担を伴うことが予測される。 

一方歳入面では、市税は、人口減少・高齢化により将来に向けて減少は避けられない状況
にある。また、普通交付税③は本市の歳入の３分の１以上を占めているが、合併市町村に対す
る特例措置④は段階的に縮小されており、今後 2020 年度、2021 年度の２カ年でさらに約５
億円減少するベクトルが働くことになる。 

2019 年８月に更新した 2032 年度までの『豊岡市⻑期財政見通し』では、2019 年度以降は
赤字に転じ、2032 年度までに 65 億円の一般財源が不足すると見込んでいる。赤字の事態が
見通し期間中継続して発生する危機的な状況を予測している。 

≪財政危機をもたらす主な要因≫ 

 歳入減 ➢ 人口減少・高齢化による市税収入の減少 
       ➢ 合併市町村に対する合併特例措置の縮減・終了 

 歳出増 ➢ 社会保障関係費の増大 
       ➢ 公共施設の老朽化に伴う多額の改修・更新経費の負担 

 
⑶ 第４次行財政改革大綱の策定 

第３次行政改革大綱は、2021年度までとしている。 
しかし、今の財政状況を鑑みると、いち早くこの危機から脱却し、行政サービスの提供を

持続可能なものとするために、更なる財政的な効果を生む改革を進める必要がある。 
このことから、早急に財政状況の改善を目指すべく、第４次行財政改革大綱を策定するこ

ととした。 

 
① 一般財源：市の収入のうち、使いみちに制限のない財源(地方税、地方交付税、地方消費税交付金など) 

⇔ 特定財源(国・県補助金、使用料・手数料など) 
② 財政調整基金：一時的な歳入や歳出の増減など年度間の財源の不均衡を調整するための貯金 
③ 普通交付税：標準的なサービスをどの自治体でも提供できるよう国が一定の基準で算定して使い道を定

めずに交付するお金 
④ 特例措置：合併後の一定期間に限って、普通交付税が合併前より減少しないように算定する制度 
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２ 第４次行財政改革で目指す姿・取組みの柱 

「市⺠と行政との共創と改革の行動により、財政の危機を乗り越えている」という状態を
実現するため、⑴ 市⺠との共創、⑵ 歳入確保の推進、⑶ 歳出の効果的・効率的な実行、
⑷ 職員の意識・行動改革、を柱として取組みを進める。 

また、第３次行政改革の取組項目のうち、今後も検討・推進していくべきものについては、
第４次行財政改革の中で引き続き取り組んでいくものとする。 

⑴ 市⺠との共創 

人口減少・少子高齢化が進み、従来からの地域コミュニティの維持が大きな課題となる一
方で、ライフスタイルの変化などにより、市⺠ニーズはますます多様化している。 

このような行政需要に対応するため、これまでの『協働』の取組みをさらに進め、『共創』
の取組みへと展開を図る。 

『共創』では、市⺠、企業や他の自治体等と共に新しい価値と目標を創り、共に実践する、
そのようなまちづくりを目指す。 

公共サービスの提供を行政だけで進めても、多様化する市⺠ニーズに的確に応えることは
できない。とりわけ、保育ニーズの増加が続く一方で、急激な少子化は今後も進む見込みで
ある。子どもたちが共に遊び、育ち合い、学び合うことのできる環境を整備するため、就学
前施設のあり方について市⺠と共に考え、幼児教育・保育人材の確保と適切な体制を確立し
なければならない。 

また、財政収支見通しが厳しさを増すなか、これまでと同じ手法で行政運営を行っていて
は、サービスの提供を維持することは難しい。 

市⺠や企業と行政、それぞれが当事者意識を持ち一緒になって新たな価値や目標を共有し、
その実現に向けた活動を実行する、そのような仕組みを構築し、直面する行政課題へ対応し
ていく。 

⑴−1 市⺠と行政の役割分担 
※ 主な取組内容 

ア 各種事務局の点検・見直しの実施 
イ 公の施設(指定管理者制度⑤導入施設)のあり方の検討 

⑴−2 市⺠等との共創事業の実施 
※ 主な取組内容 

ア 地域コミュニティとの共創事業の検討 
イ 企業・大学・金融機関・NPOとの共創事業の検討 

 
⑤ 指定管理者制度：公の施設の管理に⺠間の能⼒を活用し、住⺠サービスの向上を図るとともに、経費の

削減を図ることを目的とした制度 
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⑶−3 共創を推進する人と仕組みづくり 
※ 主な取組内容 

ア PPP/PFI⑥手法の活用推進 
イ 共創(協働)推進職員の育成 

 
⑵ 歳入確保の推進 

生産年齢人口が減少するなか、従来からの市税の増収を図ることは難しい。一方で、本市
歳入の３分の１以上を占める地方交付税は、市町合併による特例期間の終了と、国勢調査人
口の減少などにより、将来にわたり減り続けることが見込まれる。 

主要な一般財源が減少していく状況のなか、工夫を凝らし、自主財源を確保する取組みを
推進していかなくてはならない。 

本市の持つ魅⼒を存分に生かし、これまでから進めてきた「ふるさと納税」をさらに充実
させるとともに、市有財産の売却・貸付等を推進し、歳入の充実を図る取組みを強化してい
く。 

また、新税やネーミングライツ⑦などの導入による新たな財源の確保の可能性についても、
検討を進める。 

⑵−1 既存財源からの歳入増 
※ 主な取組内容 

ア ふるさと納税の推進 
イ 市有財産の売却、貸付等の推進 

⑵−2 新たな財源の確保 
※ 主な取組内容 

ア ふるさと納税制度を活用したクラウドファンディング⑧の推進 
イ ネーミングライツ導入の検討 

 
 
 

 
⑥ PPP(パブリック･プライベート･パートナーシップ)：公⺠が連携して公共サービスの提供を行う仕組み

のこと 
PFI(プライベート･ファイナンス･イニシアティブ)：公共施設の設計、建設、維持管理や運営などに、

⺠間の資金とノウハウを活用すること 
⑦ ネーミングライツ：公共施設の名称に企業名などを付与する権利(命名権)。命名権を売却して資金を得

る手法 
⑧ クラウドファンディング：インターネットを通して不特定多数の人に資金提供を呼びかけ、趣旨に賛同

した人から資金を集める方法 
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⑶ 歳出の効果的・効率的な実行 

第３次行政改革では、「成果重視への転換」を掲げ、戦略的政策評価の実施により、「選択
と集中によるサービス展開」、「効率的・効果的な行財政運営」などに取り組んできた。 

市税等の増収が見込めない状況で、歳出において、これまでの取組みをさらに深化させる
ことが求められる。 

業務プロセスの分析⑨を進めるとともに、効果的な ICT の活用、⺠間委託が可能な業務の
効果的な委託化など、効率的な行政運営への取組みを推進する。 

本市が抱える 500 を超える公共施設の老朽化に対し、更新・改修の財政負担の軽減と施設
サービス水準の適切な維持のため、施設保有量の最適化(総量縮減)による公共施設マネジメ
ント⑩に取り組む。 

また、上下水道料金の特別料金等の設定と差額分の一般財源での補てんについて、経済情
勢を勘案しつつ、政策的な設定根拠を改めて検証する。 

人口・歳入が縮減する一方で、限られた財源による行政サービスの充実が求められている。 
戦略的政策評価の意識の徹底により、常に事務事業や補助金等に対する点検を行い、歳出

を効果的・効率的に実行するよう努めなければならない。 

⑶−1 事務事業の戦略的な立案・廃止 
※ 主な取組内容 

ア イベントの点検・見直しの推進 
イ 業務プロセス可視化の実施検討 

⑶−2 既存事務事業の効率的な実施 
※ 主な取組内容 

ア 公共施設マネジメントの推進 
イ 豊岡市行政情報化計画の策定と推進(ICTを活用した業務効率化)  

⑶−3 効率的、効果的な組織構築・人員配置 
※ 主な取組内容 

ア 戦略に対応した組織改編の実施 
イ 時間外勤務削減の取組み推進 

 
 
 

 
⑨ 業務プロセスの分析：仕事の工程、内容及び量を明らかにして効率化を図る取組み 
⑩ 公共施設マネジメント：公共施設の保有量の見直しや計画的な保全による⻑寿命化など、公共施設を最

適に維持管理し、有効活用を図る取組み 
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⑷ 職員の意識・行動改革 

ジェンダーギャップ⑪の解消や働き方改革⑫が、社会的な課題として広く求められている。 
2019 年 1 月に策定した「豊岡市役所キャリアデザインアクションプラン」は、すべての職

員が能⼒を発揮し、市⺠の暮らしを支えている状態を目指して、必要な取組みをまとめてい
る。この行動計画を着実に実行し、職員が自ら成⻑しようとする意識を持てる職場風⼟を構
築しなければならない。 

また、第３次行政改革までの「職員の意識改革」の取組みを一層推進し、各職場において
改善・改革の「行動」を自らが起こす職員の意識・行動改革を進める。そして、その「行動」
による知恵の共有により、職場全体の環境改善につなげる。 

これらの取組みを積み重ねることにより、社会環境の変化に対応して市⺠ニーズに的確に
応える行政サービスを持続的に提供できる市役所を構築する。 

⑷−1 職員の意欲、能⼒の向上 
※ 主な取組内容 

ア 豊岡市役所キャリアデザインアクションプランの推進 
イ 豊岡市職員人材育成基本方針の改訂 

⑷−2 職員が行動しやすい環境づくり 
※ 主な取組内容 

ア 定員管理計画の見直しの検討 
イ 時間外勤務削減の取組み推進 

⑷−3 職員の知識・知恵の共有 
※ 主な取組内容 

ア 事務改善及び改善事例・アイデアの共有 
イ KAIZENミーティングの継続推進 
 

３ 取組期間 

2020 年度〜2023 年度 

第４次行財政改革は、急速に悪化する財政状況に対し、考えられる対策を可能なものから
早急に実行に移すため、2020年度から2023年度までの４年間の集中的な取組みとする。 

 
⑪ ジェンダーギャップ：男女格差。男女間の性差に基づく社会的文化的な違い 
⑫ 働き方改革：働く人びとが、個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を、自分で「選択」できるように

するための改革 
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４ 目 標 

行革効果額 ４億円(一般財源)／年度 
・取組期間中、毎年度の目標額とし、各年度決算時に検証を行う。 
・取組期間最終年度には目標額を達成し、決算時点で、収支不足を理由とする財政調整基

金の取崩しをすることなく、歳入の範囲内での歳出を目指す。 

2019年８月に更新した⻑期財政見通しでは、第４次行財政改革の取組期間中(2020年度〜
2023年度)の赤字[一般財源不足]を４年間総額で約29.9憶円と見込んでいる。しかし、赤字幅
は年度によって差があり、最大では11.2億円、最小では3.4億円となっている。 

一方、⻑期財政見通しでは、赤字を補てんするため公共施設整備基金⑬を2022年度以降9.4
億円取り崩すことを見込んでいるが、これ以外にも2021年度までの間に基金を充当すること
が可能な経費が4.2億円ある。 

したがって、取組期間中の赤字額約29.9億円から、これら公共施設整備基金の充当可能額
13.6億円を差し引いた約16.3億円、単年度当たり約４億円を目標額とする。 

目標の達成により、取組期間後も⻑期財政見通しで見込む2032年度までの間、行政サービ
スを持続的に提供可能な財務体質が確立できるものと考える。 

なお、目標額は、毎年の⻑期財政見通しの更新に合わせて、収支均衡に向け、見直し等を
含め検討する。 

 

５ 推進方法 

第４次行財政改革では、可能なものから速やかに実行に移すとともに、期間中も引き続き
効果を生む新たな取組みを検討・実施する。 

推進にあたっては、目指す姿を「戦略目的」として定め、これを達成するための取組みの
理論体系を表現した「戦略体系図」を用いる。 

戦略体系図には取組みの効果を検証するための指標を設定し、この指標を参考にしながら、
より戦略目的の達成に有効な改革の取組みとなるよう、随時取組内容の入替え・追加等の見
直しを行いながら行財政改革を推進していくものとする。 

 
第４次豊岡市行財政改革戦略体系図 …… 次頁以降 

 
⑬ 公共施設整備基金：公共施設の整備、除却等に要する資金に充てるための基金 

2018 年度末残高 76.1 億円 
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上位目的

戦略目的

指標：

歳入が確保されている

・赤文字は第３次行政改革から引継

　ぐ取組み
・黒文字は第４次行財政改革での新

　たな取組み

各種事務局の点検・見直しの実
施

PPP/PFI手法の活用推進010301

010302 共創(協働)推進職員の育成

企業・大学・金融機関・NPOとの

共創事業の検討

第三セクターの経営健全化の推

進

①共創人材育成に関する取組み件数及び内容

010202

010103 ｢幼児教育･保育及び放課後児童
のあり方計画｣の推進

①市民等との共創事業の件数及び内容②算出
可能な場合は事前事後の効果額

02

指標：

010104

指標：

指標：

①歳入総額②自主財源額

既存税率の見直しの検討

効果的な基金運用の検討020105

国県補助金の積極的な確保の推

進

020103

指標：

ふるさと納税の推進

ふるさと納税制度を活用したク

ラウドファンディングの推進

①既存財源以外からの収入額

020201
0202 新たな財源が確保されている

010204

020204

指標：

010203 新たな交通モードの検討

0103

020101

020102

0201 既存財源からの歳入が増えている

ネーミングライツ導入の検討

新税導入の検討

玄武洞公園の有料化の検討

020203

020205

020202 企業版ふるさと納税の導入

①既存財源からの収入額

共創を推進する人と仕組みが作られて
いる

020104

市有財産の売却、貸付等の推進

010101

公の施設(指定管理者制度導入施
設)のあり方の検討

わかりやすい財政情報の公開の
推進

0102 市民等との共創事業が実施されている

第４次豊岡市行財政改革　戦略体系図

01 市民との共創が進んでいる

持続可能な行財政運営のもとで市民福祉が増進し、豊岡市が
「小さな世界都市」へ向かっている

指標：

010201

①歳入総額と歳出総額の差

①共創事業等の件数及び内容②算出可能な場合

は事前事後の効果額

指標：

地域コミュニティとの共創事業

の検討

010102

0101 市民と行政が役割を分担している

①分担事業の件数及び内容②算出可能な場合

は事前事後の効果額

市民と行政との共創と改革の行動により、財政の危
機を乗り越えている

具体的取組内容
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豊岡市行政情報化計画の推進
(ICTを活用した業務効率化)

公共施設の包括管理業務委託
の検討

業務(給食センター調理業
務、庶務業務、窓口業務、放
課後児童クラブ、地籍調査
等)の民間委託の検討

業務プロセス可視化の実施検
討

戦略に対応した組織改編の実
施

豊岡市土地開発公社のあり方
の検討

公共施設マネジメントの推進

職員派遣のあり方の見直し

030102

窓口業務の実務的改善

KAIZENミーティングの継続推
進

040301

040302

030302

職員が改善、改革の行動を起こしている

人件費削減手法の検討

0403
職員(OB含む)の知識、知恵が共有され
ている

0402 職員が行動しやすい環境が整っている

指標：
①職員の意欲・能力を高める研修・仕組
みの件数及び内容

指標：

040203

①改革・改善件数及び内容②算出可能
な場合は事前事後の効果額

040202 豊岡市役所キャリアデザインア
クションプランの推進(再掲)

030304

豊岡市職員人材育成基本方針
の改訂

04

040303

指標：
①働き方改革に関係する取組みの件数及
び内容

勤務評定制度の推進

褒める仕組みの継続推進

030301

指標：

定員管理計画の見直しの検討

0401
職員が自ら成長し、意欲と能力が向上
している

指標：
①効率化を企図した人事・組織構築等の
件数及び内容

030305

040101

040102

040104

040201

事務改善及び改善事例・アイ
デアの共有

0302
既存事務事業が効率的に実施されてい
る

歳出が効果的・効率的に実行されている

0301

戦略的政策評価の推進

030104

①KAIZEN活動の内容②その他職員間の知
識等共有に関する取組み件数及び内容

指標：

効果的・効率的な人事、人員配置、組
織構築がなされている

豊岡市役所キャリアデザイン
アクションプランの推進

時間外勤務削減の取組みの継
続推進(再掲)

03

0303

①民間委託等件数及び内容②算出可能な
場合は事前事後の効果額

030202

030203

030201

030204

030205

030206

030303

事務事業が戦略的に立案・廃止されて
いる

指標：

水道・下水道事業の経営健全
化の推進

①歳出総額②人件費総額

時間外勤務削減の取組みの継
続推進

040103

定期異動の実施時期の見直し
の検討

030101

指標：
①事務事業点検等による廃止改善件数及
び内容②戦略的政策評価の推進状況

イベントの点検・見直しの推
進

030103

事務事業、補助金等の点検の
実施
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２桁 ４桁
取組概要

市が担っている事務局について関与の必要性を点検し、必要

に応じて見直しを実施する。

市

民
と

の

共
創

が
進

ん

で
い

る

市民と行政が役割
を分担している

市民等との共創事

業が実施されてい
る

共創を推進する人

と仕組みが作られ

ている

手段名称

010204
第三セクターの経営健全化の

推進

010203 新たな交通モードの検討

010202
企業・大学・金融機関・NPOと

の共創事業の検討

企業、大学、金融機関及びNPO等と連携し、新たな共通の目的

を創り、その目的を達成するための活動の実施を検討する。

地域、行政、研究機関が連携し、地域の実情に合った新たな
交通手段について検討し、地域の足を確保する。

第三セクター連絡調整会議を通じて、第三セクター等の経営

状況等の把握に努め、健全経営を指導する。

市民等と連携し、共通の目的達成や課題の解決ができる意欲

と能力を持った職員を育成する。

010103
｢幼児教育･保育及び放課後児

童のあり方計画｣の推進

第４次豊岡市行財政改革　取組概要

010201
地域コミュニティとの共創事

業の検討

010104
わかりやすい財政情報の公開
の推進

010102
公の施設(指定管理者制度導入
施設)のあり方の検討

指定管理者制度を導入している公の施設について、その必要
性を検討する。

予算・決算・長期財政見通し等の財政情報を分かりやすい表
現で積極的に市民に開示する。

地域コミュニティと連携し、地域の課題解決に向けた事業や

活動の実施を検討する。

010101
各種事務局の点検・見直しの

実施

取組
コード

取組名称

｢幼児教育･保育及び放課後児童のあり方」に沿って、計画を

推進する。

020104
国県補助金の積極的な確保の

推進

020103 既存税率の見直しの検討

020102
市有財産の売却、貸付等の推

進

市有財産のうち不用なものについて、積極的に売却等を推進

する。

既存税について、その税率等の見直しを検討する。

本市が実施する事務事業の財源について、国県等の補助金が

ある場合はそれらを積極的に活用する。

020101 ふるさと納税の推進

010302 共創(協働)推進職員の育成

010301 PPP/PFI手法の活用推進

ふるさと納税額の増加を図るため、魅力的な返礼品の導入、
ホームページ掲載方法の改善等を行う。

公共施設の建設・維持管理・運営等に民間の資金とノウハウ

を活用し、効率的かつ効果的な公共サービスを提供する。

020203 ネーミングライツ導入の検討

020201

ふるさと納税制度を活用した

クラウドファンディングの推
進

020105 効果的な基金運用の検討
安全で高利率な基金の運用を検討する。(例:債券の入替運

用、オーバーパー債券購入など)

ふるさと納税制度を活用して特定の事業や活動に対して寄付

を募るクラウドファンディングを推進し、当該事業や活動の
財源を確保する。

公共施設等に名称を付与する権利(命名権)を売却すること
で、市の自主財源を確保する。

020202 企業版ふるさと納税の導入
地方創生の取組みに対して市外の企業から寄附を募り(企業に
は税額控除の優遇措置がある)、事業の財源を確保する。

020205 玄武洞公園の有料化の検討

020204 新税導入の検討

玄武洞公園の整備に合わせ、有料化を検討する。

新たな税の導入を検討し、各分野の事務事業の実施に充てる

財源の確保に努める。

歳

入
が

確

保
さ

れ
て

い

る

既存財源からの歳

入が増えている

新たな財源が確保
されている
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030101

事務事業、補助金等の点検の

実施

事務事業、補助金、負担金の経済性、効率性及び有効性につ

いて点検し、必要に応じ見直しを実施する。

030104
業務プロセス可視化の実施検
討

030103
イベントの点検・見直しの推

進

030102 戦略的政策評価の推進
戦略性を持った政策立案を行う手法として、戦略的政策評価
の活用を推進する。

市が関与しているイベントについて、その事業効果を点検

し、必要に応じて見直しを検討する。

業務にかかる人工や業務過程を分析し、外部化・ICT化等が可
能な業務過程について、その実施を検討する。

030203 公共施設マネジメントの推進

030202
豊岡市行政情報化計画の推進
(ICTを活用した業務効率化)

030201

業務(給食センター調理業務、

庶務業務、窓口業務、放課後
児童クラブ、地籍調査等)の民

間委託の検討

ICTを活用した業務の効率化を図るため、「豊岡市行政情報化
計画」（仮称）を策定しそれを推進する。

公共施設再編計画に基づき、公共施設を総合的に把握し、財

政運営と連動させながら管理等を推進する。

給食センター調理業務、庶務業務、窓口業務、放課後児童ク
ラブ、地積調査等の業務について民間委託を検討する。

030205
水道・下水道事業の経営健全

化の推進

030204
公共施設の包括管理業務委託
の検討

市が保有する施設にかかる保守点検、修繕等の業務を一括し
て委託し、効率化と適正な管理運営を図りつつ、施設の安全

管理・長寿命化を計る。

水道事業の経営分析を継続して実施し、水道事業の健全運営

を図る。下水道処理区の統廃合及び施設の長寿命化を行い、
下水道事業の効率化を図る。

030302
定期異動の実施時期の見直し

の検討

030301
戦略に対応した組織改編の実
施

030206
豊岡市土地開発公社のあり方

の検討

市の重要政策や課題に対する成果を上げるため、柔軟に組織
を改編する。

大規模な人事異動について、繁忙期や決算期以外の時期に実

施することを検討する。

利用予定のない土地を積極的に売却しつつ、土地開発公社の

在り方そのものも見直す。

030305 人件費削減手法の検討

030304
時間外勤務削減の取組みの継
続推進

働き方改革の観点から適正な職員配置、帰ろうデーの実施、
職員の意識改革などを推進する。

030303 職員派遣のあり方の見直し
市職員のうち外部団体に派遣している職員数の縮小を図るた

め、外部団体との調整を実施する。

人件費総額の抑制手法を検討する。

040103
豊岡市職員人材育成基本方針
の改訂

職員の資質向上を図るため、本方針を見直し人材育成の方向
性を明確にする。

040102 勤務評定制度の推進

040101
豊岡市役所キャリアデザイン

アクションプランの推進

職員が能力を発揮し市民の暮らしを支えるために必要な「自
律的なキャリア形成意識」の醸成を図る。 特に女性の能力や

視点を政策に活かすために必要な支援体制の確立と必要な研
修を行う。

人材育成のための勤務評定制度を継続実施し、組織の活性化

を図る。

040203
時間外勤務削減の取組みの継
続推進(再掲)

040201 定員管理計画の見直しの検討

040104 褒める仕組みの継続推進
他の模範となる功績を称える仕組みを継続し、職員のモチ

ベーションのアップとやる気を醸成する。

会計年度任用職員制度の影響や65歳定年の導入動向等を考慮
しながら、職員の適正人数について検討する。

働き方改革の観点から適正な職員配置、帰ろうデーの実施、
職員の意識改革などを推進する。

040202

豊岡市役所キャリアデザイン

アクションプランの推進(再

掲)

職員が能力を発揮し市民の暮らしを支えるために必要な「自

律的なキャリア形成意識」の醸成を図る。 特に女性の能力や
視点を政策に活かすために必要な支援体制の確立と必要な研

修を行う。

職
員

が

改
善
、

改

革

の
行

動
を

起

こ
し

て
い

る

職員が自ら成長
し、意欲と能力が

向上している

職員が行動しやす

い環境が整ってい

る

職員(OB含む)の知

識、知恵が共有さ
れている

歳

出
が

効
果

的

・
効

率
的

に

実
行

さ
れ

て

い
る

事務事業が戦略的
に立案・廃止され

ている

既存事務事業が効

率的に実施されて

いる

効果的・効率的な
人事、人員配置、

組織構築がなされ

ている

040303 窓口業務の実務的改善

040302
KAIZENミーティングの継続推
進

040301
事務改善及び改善事例・アイ

デアの共有

各部の職員で構成するKAIZENミーティングで、改善情報の共
有や改善課題の解決に向けた議論や提言等を行い、継続的な

事務改善運動を推進する。

実務者レベルで窓口業務の改善に関する情報交換体制を確立

し、具体的な窓口業務の改善(窓口の見える化、申請書の共有
化・ユニバーサルデザイン化)を行う。

事務改善に関する事例やアイデアを庁内で共有し、他部署で

の実践やよりよい改善の実施を促す。
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⑴ 戦略体系図とは 

「戦略体系図」とは、成果をもたらす活動を理論体系的に表現したものである。 
第 4 次行財政改革の４年間の取組みを通じて将来的に目指す姿を「上位目的」、達成

を目指す姿を「戦略目的」とし、行財政改革の目的を明確にしてそれを達成する手段を
事前にしっかりと検討して取組内容を立案する手法で行財政改革を推進していく。 

 
⑵ 戦略体系図の考え方 

まず上位目的として「持続可能な行財政運営のもとで市⺠福祉が増進し、豊岡市が
『小さな世界都市』へ向かっている。」状態を目指す姿と定め、この上位目的を実現す
るために必要な成果を戦略目的として設定した。 

その際には複数の戦略目的が考えられるが、第４次行財政改革ではより財政的に効
果を生む改革の取組みを進める必要があることから「市⺠と行政との共創と改革の行
動により、財政危機を乗り越えている。」状態を目指す姿、戦略目的とした。 

次に、戦略目的を達成するための「手段」を立案した。 
戦略目的達成に直接に寄与する手段を２桁の数字で表現した「２桁手段」、２桁手段

に寄与する手段を「４桁手段」と呼称し、４桁手段を実現するための活動を「具体的取
組内容」として４桁手段の下位に整理した。 

このように、「４桁手段」が達成されれば「２桁手段」が達成し、「２桁手段」が達成
されれば成果である「戦略目的」が達成されるという論理体系を戦略体系図として表
現している。 

 
⑶ 戦略体系図の見直し 

戦略体系図には戦略目的、２桁手段及び４桁手段に、取組みの効果を検証するため
の「指標」を設定した。指標は、数値に換算できる場合は数値(金額、人数、アンケー
ト結果など)で表し、数値換算が困難な質的な成果は内容を文章で表現していく。 

この指標を参考にしながら、より戦略目的の達成に有効な改革の取組みとなるよう、
随時取組内容の入替え・追加等の見直しを行い、行財政改革の取組みを推進していく
ものとする。 

 


